























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































展開期 2008年 北海道洞爺湖サミット 保健ワーキンググループ
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女 24 女 9
アドボカシー専任スタッフの有無 会員数
４名：（内訳：専従１名、兼任３名） 19093名
組織発足の経緯
1950年に朝鮮戦争の戦争孤児、寡婦などを支援することを目的に米国で設立された。ワール
ド・ビジョン・ジャパンは、1987年に設立。組織としては、各国に独自の総会・理事会を持
ち、その国のワールド・ビジョンの運営に関する責任は各国の総会、理事会が負うことにな
っている。
兵藤　智佳
早稲田大学グローバル・ヘルス研究所研究員 
早稲田大学平山郁夫記念ボランティアセンター助教
東京大学大学院を修了後、エイズ予防財団リサーチレジデント、ミシガン大学客員研究員、国連人
口基金タイ国際フェロー、早稲田大学アジア太平洋研究センター助手を経て現職。専門はジェン
ダーと保健医療問題。その中でも地球規模問題としてのリプロダクティブ・ヘルスが主となる関心
である。研究活動の一方で、NGOメンバーとしてコミュニティーをベースとしたHIV/エイズの支援
活動に関わり、国連や日本政府に対する政策提言活動を実施する。現在は、グローバル・ヘルスを
テーマに大学生による自主プロジェクトを主催している。	
勝間　靖
早稲田大学グローバル・ヘルス研究所所長 
早稲田大学国際学術院教授
早稲田大学では、国際学術院において学術院長補佐および教授、大学院アジア太平洋研究科におい
て国際関係学専攻主任、グローバル・ヘルス研究所において所長を務める。また、日本国際連合学
会に事務局長（理事）、日本平和学会に編集委員長（理事）、国際開発学会に広報委員長（常任理
事）、日本国際保健医療学会に代議員として貢献。ホンジュラスにおける英国ボランティア・プロ
ジェクト参加とカリフォルニア大学サンディエゴ校留学を経て、国際基督教大学教養学部と大阪大
学法学部を卒業後、同大学院で法学修士。海外コンサルティング企業協会において開発コンサルタ
ントとしてアジアとラテンアメリカで開発調査に従事した後、ウィスコンシン大学マディソン校で
博士号を取得。その後、国連児童基金（ユニセフ）に入り、メキシコ、アフガニスタン／パキスタ
ン、東京事務所での勤務を経て、現職。最近の研究関心として、開発への人権アプローチ、グロー
バル・ヘルスのための国連と企業とのパートナーシップ、ライフスキルを基盤とした保健教育など
がある。共編著書として、『国際緊急人道支援』（ナカニシヤ出版、2008年）、『グローバル化と
社会的「弱者」』（早稲田大学出版部、2006年）がある。
早稲田大学グローバル・ヘルス研究所
Waseda	Institute	for	Global	Health
早稲田大学の機関として以下の事業を展開している。
(1)国際保健の専門家やNGOと連携し、グローバルな政策と現場でのプロジェクトをつなぐ国際保健
の戦略を策定する。
(2)民間企業と公的機関の連携を推進し、国際保健において、企業の社会的責任に寄与する。
(3)ジャーナリストと協働し、メディアを通じて、国際保健に関する政策提言を行うと同時に市民へ
の教育・啓発に努める。
(4)早稲田大学でグローバル・ヘルス関連科目を提供すると同時に、大学内外の学部生、大学院生の
国際保健のボランティア活動を推進する。
（財）日本国際交流センター
Japan	Center	for	International	Exchange
国際関係や政治・経済・社会など幅広い政策課題をめぐり日本と諸外国の相互理解と協
力関係を促進し、国際社会の発展に寄与することを目的として1970年に設立された民
間の事業型財団。国際的な政策対話や共同研究、議会関係者の交流事業、民間非営利
セクターの強化や地域社会の国際化を目的とした調査・交流・助成事業など、非営利・
非政府の立場から幅広い国際交流事業を実施している。現在の中心テーマは東アジア共
同体構築、人間の安全保障、日本の国際的役割の向上、ガバナンスとシビルソサエティ
（市民社会）、フィランソロピーの役割など。
URL:http://www.jcie.or.jp
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